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市町村合併の背景とポイント

１．地方分権の推進１．地方分権の推進

２．少子高齢化の進展２．少子高齢化の進展

３．広域的な行政需要が増大３．広域的な行政需要が増大

４．４．行政行政改革の推進改革の推進

○極めて厳しい財政状況。国・地方とも、より簡素で効率的な
行財政運営が必要　　→更なる行政改革の推進

○日常生活圏（通勤、通学、買い物等）の拡大に応じた、市町村
の拡大が必要

○人口減少社会に突入

○少子高齢化に対応した、サービス提供・専門スタッフが必要

○地方でできることは地方で

○住民に最も身近な市町村について、規模・能力の充実が大切

・・・・・ オープンな場で、徹底的な検討を　

これらの課題に、適切かつ持続的に対応できるか
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市町村数の減少率
（H11.3.31→H20.1.1）

　

        凡例

ａ→ｂ（ｃ％）

ａ：H11.3.31の市町村数

ｂ：H20.1.1の市町村数

ｃ：減少率

212→180 (15.1%)

67→40 (40.3%)

69→25 (63.8%)

59→35 (40.7%)

71→36 (49.3%)

85→44 (48.2%)

44→35 (20.5%)

90→60 (33.3%)

49→31 (36.7%)
70→38 (45.7%)

120→81(32.5%)

99→42 (57.6%)

112→35(68.8%)

35→15 (57.1%)

41→19 (53.7%)

35→17 (51.4%)

44→26 (40.9%)

92→70 (23.9%)

80→56 (30.0%)

40→39 (2.5%)

37→33 (10.8%)

64→28 (56.3%)

74→42 (43.2%)

69→29 (58.0%)

88→63 (28.4%)

47→39 (17.0%)

50→30 (40.0%)

50→24 (52.0%)

43→17 (60.5%)

53→34 (35.8%)

70→20 (71.4%)

91→41 (54.9%)

39→19 (51.3%)

78→27 (65.4%)

59→21 (64.4%)

56→22 (60.7%)

49→20 (59.2%)

97→66 (32.0%)

79→23 (70.9%)

96→48 (50.0%)

44→30 (31.8%)

58→18 (69.0%)

94→48 (48.9%)

86→23 (73.3%)

50→26 (48.0%)

44→43 (2.3%)

53→41 (22.6%)

50％以上　　　　　21県
40％以上50％未満  10府県
30％以上40％未満   7県
20％以上30％未満   4県
10％以上20％未満   3道県
10％未満　　       2都府
0％　　　　　　   0

※合併新法による合併１６件を含む。

市町村合併の推進市町村合併の推進

206.4114.8106.947.1平均面積（㎢）

66,30336,38724,5557,864平均人口（人）

4911,537－－人口１万人未満　

1,7993,2323,4669,895市　町　村　数

H20.1.1H11.3.31S37.1.1S29.9.30　

▲１４３３
平成１１年３月３１日

３２３２
平成２０年１月１日

１７９９

合併市町村に対する
着実な支援

○市町村合併は相当程度進展

合併新法に基づく更なる
市町村合併の推進

○進捗状況は地域ごとに差異　
○人口１万人未満の市町村も４９１存在

（H19.4.16官報告示ベース）

 2030
(62.8%)

（参考）
合併を決めた市町村の割合

  H11.3.31→H20.1.1

合併関係
市町村数

※H11.3.31の３２３２市町村のうち
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サービスの高度化・多様化サービスの高度化・多様化サービスの高度化・多様化

広域的な視点にたって、まちづくりをより効率的に実施できます広域的な視点にたって、まちづくりをより効率的に実施できます

広域的なまちづくり広域的なまちづくり広域的なまちづくり

専任の職員・組織を置くことができ、より多様な行政施策の展開が可能になります専任の職員・組織を置くことができ、より多様な行政施策の展開が可能になります

例）　あさぎり町では、保健師の資格を

　　　持った職員が充実し、乳幼児向け

　　　予防注射や、成人向けの健康講座

　　　を数多く実施できるようになりました。

例）　真庭市では、道路等の整備において、地域の個性を活かした
　　　 ゾーニングにより広い視点からのまちづくりが可能になりました。

住民の利便性の向上住民の利便性の向上住民の利便性の向上

均一運賃でバスが
使えるようになったし、
保育所が会社の近くに
あるから安心ね

近くの学校に
通えるように
なったよ

保育所

学校

会社

学校

保育所

合併前

合併前

合併後

合併後

例）　合併に伴い、市町村の三役（首長、助役、収入役）、

　　　 議会の議員については全国で２万１千人減少し、

　　　 給料等は年間１，２００億円削減されると

見込まれます。

例）　西東京市では、合併によって１０年間で

　　　 約１９０億円の経費削減が可能になります。

行財政の効率化行財政の効率化行財政の効率化

それぞれのまちが別々に行っていた仕事をまとめ、行財政の効率化が図れますそれぞれのまちが別々に行っていた仕事をまとめ、行財政の効率化が図れます

同じ仕事を
まとめて出来るから
経費が削減

地域のことを
地域で考える
ことが大切だ

地域の特色がでる
まちづくりに
したいね

学校の隣が
緑地ゾーン
なのね

素敵なまちに
なるわよね

気持ちよく散歩
できる道を
つくってほしいな

緑地ゾーン

工業ゾーン

居住ゾーン

商業ゾーン

文化ゾーン

福祉ゾーン

合併前境界線

旧市町村の境界を越えた公共施設の利用・サービスが可能になります旧市町村の境界を越えた公共施設の利用・サービスが可能になります

例）　新潟市では、合併後、旧市町村界を越えて、空きのある保育所
　　　 を利用することが可能になりました。

新しいサービスを
始められます

できます

例）　新居浜市では、無医村であった別子

　　　山地区に待望の診療所を開設するこ

　　　とができ、地域医療の充実が図られま

　　　した。

市町村合併による効果の概要
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◆市町村合併は、相当程度進展

◆合併市町村の多くは、新しいまちづくりをスタートさせたばかりで
あるが、地域の課題に対応し、積極的に取組を進めているところ

平成11年3月31日
３，２３２市町村

平成18年4月1日
１，８２０市町村

◆この間(H11.4.1～H18.4.1)、
　５８３件の合併が成立し、５５８団体が誕生

合併市町村（５５８団体）における取組の実態を調査

これらの合併市町村の多くは、
合併後１～２年の状況

（16年度以降の合併件数は、全体の９３％）

合併件数（H11.4.1～H18.4.1）

1件

2件

3件

6件

30件

215件

326件

11年度

12年度

13年度

14年度

15年度

16年度

17年度

541件
（93%）

～H18.4.1

また、市町村建設計画の期間は
概ね１０年

合併市町村の取組の実態

（市町村の合併に関する研究会報告書）
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自主的・自立的な地域コミュニティの実現に向け
た取組を実施
・地域自治組織の活用、地域コミュニティ活動の支援、コミュニ
　ティ組織の構築など

地域の活性化に向けた取組を実施
・観光資源や特産物など地域の特性を活かした地域活性化施
策の実施など

地域の活性化、旧市町村地域の振興等

地域のｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨの継承に向けた取組を実施
・伝統芸能の保存・継承、研究・調査の実施、旧市町村名称や
由緒ある地名を残すなど

地域の伝統・文化等の保存・継承

合併により現状の行政サービスの維持が可能に
・使用料・手数料の負担やインフラの整備、保健・福祉等のサー
ビスに関する水準維持

合併を契機として、行政サービスが充実
・福祉・医療等の行政サービス、行政へのアクセスの確保、旧
市町村間のネットワークの確保

合併後の住民サービスの充実・維持等

組織の簡素化と重点化を実施（ﾒﾘﾊﾘある組織配置）

・管理部門の統廃合、災害・福祉・医療等の組織の充実

合併による組織の見直し、充実等

既に合併による効率化効果が発現
・当面、市町村の三役・議会議員の減少により年間1,200億円の
効率化見込み。

・概ね合併後10年経過以降は、年間約1.8兆円の効率化見込み

・集中改革プランにおいて具体的な数値等の目標を設定
　（定員管理の適正化100％、民間委託等の推進87％など）

・合併団体の定員純減目標は非合併団体より高い
　（合併団体：▲8.1％　非合併団体：▲7.4％）

合併による効率化

様々な分野について権限移譲が進展
・まちづくり、道路、交通、福祉、医療、経済、産業など

都道府県からの権限移譲

審議の充実・活性化の取組が進展
・日数の増、委員会数の増　など

・議場から遠い住民も含め、審議状況等が把握しやすい工夫

合併後の議会の活性化

旧市町村地域の自主的・自立的なまちづくりに向
けた取組を実施
・延べ２７５団体で地域自治組織を設置

・地域の事情に応じ、特色ある取組を実施

地域自治組織の活用

合併市町村の取組の特徴
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一般的に「合併に伴い、中心部に比べ、周辺部の旧市町村地域が寂れてしまうのではな
いか」と言われることがあるが、これについて現時点でどのような取組を行っているのか。

・地域の特性を活かした地域活性化施策を実施

合併市町村の取組

地域の活性化、旧市町村地域の振興等

・合併により日光、鬼怒川温泉（旧藤原町）、湯西川温泉（旧栗山
村）など全国的に有名な観光地が一つとなったことから、広域的
な観光ルートの設定やイベントの実施により観光イメージのアッ
プを図る　【栃木県日光市】

・高山祭りや歴史的町並みのある旧高山市地域に加え、旧上宝
村地域の北アルプスや奥飛騨温泉などが加わったことから、都
市部と農村部とを結ぶ滞在・周遊型の観光戦略を打ち出し、「飛
騨高山」ブランドの確立を目指す　【岐阜県高山市】

・合併により梅の生産量日本一となったことから、特産品である
「南高梅」のブランドを中心に日本一の「梅の町」としてアピール
できるようになった　【和歌山県みなべ町】

→（事例）
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・旧引田町地区の古い町並みを保存・活用したまちづくりを目指して、

古くから醤油・酒造業で栄えてきた同地区の古屋敷を取得・改築、歴

史的な町並み景観を活用した観光交流拠点施設としてリニューアル

オープン　【香川県東かがわ市 旧引田町地区】

・旧市町村地域での様々な地域振興策を実施

→地域単位のイベントや祭り等の実施・支援　６７％
　 地域のコミュニティ活動を行う団体（自治会など）の支援　６２％　等

（事例）

・旧市町村の８地域の地域コミュニティ施策の実施などに充てるため、
独自予算（地域枠予算）を設けている　【秋田県大仙市】

・８つの合併市で、各支所等（旧町村単位で設置）の支所長の裁量で、
地域の実情に応じて執行できる予算を措置　【大分県内の８合併市】

・合併時に地域振興基金を設置し、その運用益を旧市町村単位での
事業に活用　【島根県浜田市】
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・旧市町村役場の空きスペースを開放し、住民の地域活動の拠点に

・地域自治組織を活用した旧市町村地域での自立的なまちづくりを
推進

→地域審議会、地域自治区、合併特例区の活用した地域振興　４５％

→（事例）・旧役場等を地域住民の活動の場として整備し、地域自治区の

事務所も置くことで、地域協働の環境を整備　 【新潟県上越市】

・旧町村の区域ごとに地域自治区を設置し、行政サービスの一部を地域

自治区で担うとともに、地域住民による活発な協議等が進められるな

ど、都市内分権とコミュニティ振興が図られている。【新潟県上越市】

・地域住民主体の地域づくり体制を支援するため、各地域自治区の地域

協議会に「地域コーディネーター」を配置。また、地域の魅力アップに繋

がる活動を実施している団体に財政的支援。【宮崎県宮崎市】

（事例）
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地域のコミュニティ活動の支援等

合併市町村の取組

一般的に「合併に伴い、地域のコミュニティが衰退してしまうのではないか」と言われる
ことがあるが、これについて現時点でどのような取組を行っているのか。

・地域の事情に応じて、積極的に地域ｺﾐｭﾆﾃｨの振興策を実施

（事例）

→地域のコミュニティ活動を行う団体（自治会等）の支援　６７％
　 地域審議会、地域自治区、合併特例区の活用　 　　　　４５％　等

・「地域創造基金」を活用し、地域による自主的な活動、イベント、自治
会、地域づくり団体などの組織づくりや活動、地域文化の伝承などの
事業への支援を行う　【岩手県宮古市】

・支所地域の住民・団体等が自主的・主体的に取り組む地域づくり事
業に対して補助金を交付　【岐阜県高山市】

・各地域が個性を発揮して活力ある地域社会を創出するために行う
活動に対して補助金を交付　【岩手県久慈市】
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・地域コミュニティが強化されるような取組

→（事例）

・地域づくり活動や地域コミュニティ団体への補助　【新潟県佐渡市】

・地域振興組織とその連合組織に対し、市の「地域振興推進員」が実
践的な助言等を実施。また、まちづくり等に関する提言を行う組織と
して、「まちづくり委員会」を条例で設置　【広島県安芸高田市】

・住民が主体的な地域づくりや自治活動を実践するため、小学校区
域単位で「地区会議」を設置。また、地域に住む職員が地域とのパ
イプ役となり一緒になって行動することが重要であること等から、地
区担当職員制度を導入し、地区会議を支援　【秋田県横手市】

・合併により市域が広がり様々な観光資源が新たに加わったことを機
に、 「観光塾」を発足し、観光資源の見直しや自発的な活動を仕掛
け、導くことができる観光リーダーを育成　【広島県呉市】

・小学校区単位の団体や自治会等が行う、コミュニティの維持・再生、
地域資源を活用した地域振興等に対して補助　【岐阜県揖斐川町】
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合併市町村の取組

一般的に「合併に伴い、旧市町村地域の伝統・文化、歴史的な地名などが失われてしま
うのではないか」と言われることがあるが、これについて現時点でどのような取組を行っ
ているのか。

・地域の伝統・文化等を保存・継承するための様々な取組

・旧市町村の名称や由緒ある地名を残す取組

→（事例）

→地域自治組織の区名や町字名等として残す　６２％
　 公共施設の名称等として残す　３４％
　 そうした名称・地名を冠した民間団体を存続させる　１３％

・合併により消滅した「真玉」の地名を地元有志により組織した
「真玉歌舞伎保存会」により引き継ぐとともに、活動に対する財
政的支援を実施　【大分県豊後高田市】

・これまで埋蔵文化財に関する調査がほとんど行われていなかっ
た旧川島町地区について、合併により、詳細分布調査を実施し、
埋蔵文化財の保護を図っている　【岐阜県各務原市】

地域の伝統・文化等の保存・継承
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合併後の住民サービスの充実・維持等

合併市町村の取組

一般的に「合併しても住民サービスが期待ほど充実した実感がない」、 「合併しなくとも
現状の住民サービスを維持できるのではないか」、「合併により、住民サービスの水準
が低下、住民負担が過重になるのではないか」と言われることがあるが、これについて
現時点でどのような取組を行っているのか。

→（事例）

・約８割の団体が合併を契機に行政ｻｰﾋﾞｽの充実に取り組んでいる

・無医村であった別子山地区に約３０年ぶりに診療所を開設。【愛媛
県新居浜市 旧別子山村地区】

・合併後、旧市町村界を越えて、空きのある保育所を利用することが
可能に　【新潟県新潟市】

・一部の地域で行われていた高齢者・障害者に対するバス・電車共通
券等の交付サービスが全市に拡大　【静岡県浜松市】

・旧村では財政上の理由でできなかった給食サービスを、合併後、他
地域と同様に導入　【宮城県栗原市 旧花山村地区】
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・公共施設の耐震診断を当初計画より前倒しで実施。また公共施設の
アスベスト対策については、国の補助事業に先立ち、市独自で対応。
市民のアスベスト疾患検診の費用助成も実施　　【新潟県上越市】

・旧町村ごとの図書館の蔵書、利用者情報を一元管理するシステムを
整備し、インターネットによる蔵書検索、貸し出し予約等のサービスを
提供　【岐阜県郡上市、愛知県田原市】

・交通空白地域の解消と公共施設へのアクセスの利便性を図り、市民
の交流を促進するため、コミュニティバス（はなバス）を現在5路線運
行をしている。（全区間均一料金100円）【東京都西東京市】

・非常備消防や消防署がなかった町内に新たな消防署を整備すること
で、救急医療体制・消防防災体制を充実・強化　【岡山県吉備中央町】

・情報格差是正、難視聴地域解消のため、市内全域にケーブルテレビ
ネットワーク網を整備　【大分県臼杵市】

・広島県において、合併の進展を踏まえ、市町への積極的な権限移譲
を実施したことにより、例えば、市役所でのパスポートの申請と受取
が可能に　【広島県・県内市町】
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・合併前と同レベルのサービスを効率的に実施し、負担増は原則行わない　　　　　 ２７％
・合併を契機に、サービスと負担の水準の適正化を図り、必要に応じ負担増も行う　２８％
・関係市町村のうち、基準とする市町村を選び、原則としてその負担水準に統一　　 ３０％

→（事例）

・合併により面積が拡大したことにより、利便性の低下等が
生じないよう、多様な対応方策を実施

・電子申請システムを導入し、役場窓口に出向かなくても一定の手続
きが可能に　【埼玉県小鹿野町】

・インターネットを利用した公共施設の予約、確認等が可能に　【岩手
県大船渡市】

・旧市町役場や新市の公共施設を結ぶコミュニティバスを運行　【千葉
県野田市】

・旧町村部の高齢者をはじめとする住民からのニーズや不安をワン
ストップで相談できる「地域総合相談支援センター」を設置　【大分県
内の９合併市】

（参考）合併に伴い住民の負担水準を見直す場合の考え方は、地域の事情に応じて様々

・合併に伴って、旧町村役場に住民票の写し等の自動交付機を導入
し、行政サービスの維持・向上と効率化を両立　【山梨県北杜市】
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合併による組織の見直し、充実等

合併市町村の取組

一般的に「合併により災害等に対応が不十分になるのではないか」、「組織の規模が拡
大することによって、行政内部での意思決定のスピードが低下するのではないか」と言
われることがあるが、これについて現時点でどのような取組を行っているのか。 　

・合併に伴う組織体制の簡素化

・組織の規模拡大による意思決定の遅れ等が生じないような取組

・災害対応、福祉、医療などの分野について、組織・人員を充実

→管理部門の統廃合　４２％　　組織のフラット化　１１％

→（事例）・本庁、各行政センター、支所、学校やその他公共施設の間をネッ
トワーク化することにより迅速化　【北海道釧路市】

→（事例）・育児・保健・教育環境の充実を総合的に支援・連携するため
のキーステーションとして「子ども総合支援室」を設置し、よ
り専門的なサービスを充実　【三重県亀山市】

・緊急時には支所長等が避難勧告・指示を行えるようにした　
【大分県内の１２合併市】
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合併による効率化

合併市町村の取組

合併による効率化効果をできるだけ早い時期に発現させるようにするため、合併市町村
では現時点でどのような取組を行っているのか

・効率化効果が完全に顕在化するには、ある程度の期間を要する
が、既に効果が発現している例も多い

→

・当面、市町村の三役・議会議員が約２１，０００人減少し、

・また、概ね合併後１０年経過以降においては、人件費の削減等に
より、年間約１．８兆円の効率化が図られると推計

＜効率化見込み＞

＜効率化事例＞

・職員の人件費や市議会議員の報酬等について、合併後３年間で
約２８億円削減　【東京都西東京市】

年間約１，２００億円の効率化が図られる見込み
（三役：約▲3,600人、議会議員：約▲17,600人）

（三役：約▲290億円、議会議員：約▲910億円）

（首長・助役・収入役）
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・集中改革プラン公表済みの合併団体のうち、具体的な数値等の目
標を設定している団体が多い

・定員管理の純減目標について、合併した団体は、合併していない
団体に比べ、高い目標を設定　（指定都市を除く市町村における比較）

定員管理の適正化　１００％　　民間委託等の推進　８７％
事務・事業の再編・整理　８３％　　公営企業関係　８０％　など

定員純減目標　合併団体・・・▲８．１％　非合併団体・・・▲７．４％

・合併後１０年間で約８６億円の人件費削減が可能と試算（三役等約

１１億円、議員約１３億円、一般職約６２億円）　【神奈川県相模原市】

・平成１８年度末までに累計で３９０の施設に指定管理者制度の導
入を見込んでいるほか、観光宿泊施設の廃止、ゴミ収集・処理業
務の委託等により、歳出を約２２％削減（削減額約１億８千万円）
　【鹿児島県薩摩川内市】

・合併前の旧４市町の職員１１３０人を平成２６年４月時点で８３０人
にすることを目標。３００人の減で、約２７％の職員削減となり、人
件費削減効果は約１２６億円の見込み　【沖縄県うるま市】

＜集中改革プラン関係＞
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都道府県からの権限移譲

合併市町村の取組

・合併市町村には、具体的にどのような権限が移譲されているか。

・都道府県からの権限移譲は多くの合併市町村において進展

※今後の一層の権限移譲の進展に向けた合併市町村の要望

（分野別の該当団体の割合）

→人員の確保、人材育成への措置充実・・・・・・・・・・・・３０％
　 役割分担の全般的な見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６％
　 具体的な事務についての移譲・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４％
　 全般的な権限の移譲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９％

まちづくり、道路、交通・・・５９％
福祉、医療・・・・・・・・・・・・ ３２％
経済、産業・・・・・・・・・・・・ １４％　など
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合併後の議会の活性化

合併市町村の取組

一般的に「合併により議会と住民との距離が遠くなったのではないか」と言われることが
あるが、これについて現時点でどのような取組を行っているのか。

・合併後、審議の充実・活性化の取組が進展

・議場から遠い住民も含め、審議状況等が把握しやすい工夫

→本会議での質問の日数が増えた　６６％
　 定例会の会期日数が増えた　　　　５６％
　 委員会の数が増えた　　　　　　　　 ５１％　　等

※最近では、議員の定数特例・在任特例を適用しないケースが増加
　　（H11年4月～H17年3月：19% → H17年4月～H18年4月：36%）

→（事例）・本庁・総合支所間の専用光ファイバーケーブルを利用した議
会中継システムにより、総合支所において間接的傍聴が可能
となった　【北海道枝幸町】

・本会議、常任、特別、議会運営委員会すべてが公開となり、合
併後の記録はすべて検索システムでも公開　【静岡県静岡市】



20

役割

○地域審議会　（旧法第5条の4、新法第22条）

・旧市町村地域に係る事務について審議、意見具申

○地域自治区（一般）　（地方自治法第202条の4等）

　 地域自治区（特例）　（旧法第5条の5等、新法第23条等）

・地域自治区の区域に係る事務、地域自治区の住民との連携の強化
に関する事項についての審議、意見具申

・地域自治区の区域に係る施策に関する重要事項の決定・変更につ
いての意見具申

○合併特例区　（旧法第5条の8等、新法第26条等）

・合併特例区の区域に係る事務、地域振興等に関する施策の実施に
関する事項についての審議、意見具申

・合併特例区の区域に係る施策に関する重要事項の決定・変更につ
いての意見具申

地域自治組織の活用状況
～周辺地域の住民の多様なニーズを新市町村の施策等に反映するための仕組～

＜６団体（１４特例区）＞

＜２１６団体（７８０審議会）＞

＜１５団体（９１自治区）＞

＜３８団体（１０１自治区）＞

※＜　　＞は、調査対象の合併市町村における地域自治組織の設置状況（H18.7.1現在）
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・公募方式による候補者選定を実施　【富山県射水市、静岡県浜松市、

新潟県上越市、北海道せたな町　ほか】

・公募方式の際、定数の20%程度を公募枠と設定　【富山県射水市】

・公募方式の際、定数を上回る応募があった場合に住民の投票を実施。

市長は投票の結果を尊重し、委員を選任　【新潟県上越市】

・選任に当たり、若い世代の登用、男女それぞれの登用率２割以上と設定

　【鹿児島県霧島市】　

・選出範囲を、農業団体、商業団体、青年・女性等を構成員とする組織、

学識経験者などに区分することで、幅広い分野からの選任を可能に　

【熊本県美里町、福島県喜多方市】

・選任に当たり、男女それぞれの登用率３割以上と設定　【静岡県浜松市】

　

地域審議会、地域協議会（地域自治区）、合併特例区協議会（合併特例区）

の構成員の選任方法に係る特徴的な取組
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旧市町村名の継承

・旧市町村名を地域自治区（特例）や合併特例区の名称とし、住居表示に
当たってはその名称を大字の前に付けるなどしている。

［合併前］ 宮崎郡田野町○○　→　[合併後] 宮崎市田野町○○

・上越市　（旧１３町村に地域自治区（特例）を設置）
（例）

［合併前］ 東頸城郡大島村大字○○　→　［合併後］ 上越市大島区大字○○

※旧大島村の区域に、地域自治区「大島区」を設置している場合

・宮崎市　（旧３町に合併特例区を設置）
※旧田野町の区域に、合併特例区「田野町」を設置している場合

（参考）旧合併特例法第5条の７・第5条の37、合併新法第25条・第55条

＜参考＞合併前の旧市町村名について、議会の議決を経て、新市町村
の町字名に用いることは可能（議会の議決を経る必要）

（例）山梨県甲州市の場合（塩山市、勝沼町、大和村が新設合併）
　　　　塩山市上於曽○○　→　甲州市塩山上於曽○○　　など
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地域自治組織における特色ある取組

・地域自治区内で実施するまちづくり事業（ソフト事業）について、総合事務所

と地域協議会が協議して、予算要求する地域自治振興費を創設　【静岡県

浜松市】

・住民が主体となって自信と誇りを持てる地域を作るための事業に対し、1地

域自治区当たり500万円を予算配分（補助金）　【愛知県豊田市】

・各地域（旧町村）の特色のあるまちづくりのために造成された地域振興基金

の活用について、各地域審議会において協議されている　【福島県田村市】

・地域自治確立のための有望・優良な地域活動を支援するために創設したま

ちづくり事業補助金について、事業採択の審査を各地域審議会が市長の諮

問を受けて実施　【愛知県新城市】


